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「平成 29 年度に北海道内で発生した重要無線通信妨害の例」 

     （かっこ内は重要無線局からの申告年月及び所在地） 

 

事例１ 衛星放送受信設備から携帯電話基地局への混信妨害 

（平成 29 年 6 月江別市、同 7 月旭川市、同 7 月岩内町、

同 10 月及び平成 30 年 3 月小樽市） 

 携帯電話事業者から、携帯電話基地局に混信妨害がある

との申告を受け、探査したところ個人宅の衛星放送受信用

パラボラアンテナとテレビとを結ぶケーブルの施工不良、

損傷などにより不要電波が発射され妨害を与えていたこと

が判明しました。 

 

 

 

事例２ テレビ受信ブースターから携帯電話基地局への混信妨害 

（平成 29 年 9 月新ひだか町、同 12 月白老町、平成 30 年 2 月伊達市） 

携帯電話事業者から、携帯電話基地局に混信妨害があるとの申告を受け、探査したところ

個人宅のテレビアンテナの下に設置されたテレビ受信ブースターの調整不良、故障などに

より不要電波が発射され妨害を与えていたことが判明しました。 

 

 

事例３ ドライブレコーダーから航空保安用無線局への妨害 

 （平成 29 年 12 月帯広市） 

 空港に設置された航空保安用無線局から、航空機の緊急・遭

難時に使用する周波数に雑音が入るとの申告を受け、探査し

たところ乗用車に搭載されたドライブレコーダーが故障して

同じ周波数の電波を発射しており、その乗用車が空港に近付

くと妨害を与えることが判明しました。 
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事例４ 米国規格ワイヤレスヘッドセットから携帯電話基地局への妨害 

（平成 30 年 1 月札幌市中央区） 

携帯電話事業者から、携帯電話基地局に混信があるとの申告を受け、探査したところ近

くのコールセンターで用いられていたワイヤレスヘッドセット（オペレーターが装着した

まま席を立って資料を探したりすることができるよう、頭に装着するマイク・レシーバー

と机上の電話機との間を無線で接続する機器）からの電波が妨害を与えていたことが判明

しました。 

  このワイヤレスヘッドセットは、同一の商品名でも各国の規格に合わせ別々の仕様のも

のが販売されており、日本の規格ではなく並行輸入された米国の規格のものを使用してい

たため、周波数が日本の携帯電話と重なり混信が生じたものです。このような事態を避け

るため、電波を利用する機器を購入する際には、技適マークにより日本の技術基準に適合

していることを確認することが重要です。 

 
(２) 外国規格無線機の使用に対する対応 

 

平成２９年度の電波監視の結果では、日本人がインターネットなどで購入した外国

規格の無線機を業務通信や私的通信に使用する事例が多数ありました。 

電波監視により確認した運用者に対しては、調査を行った上で、無線機を使用しな

いよう指導等を行っています。 

日本国内での使用が認められていない外国規格無線機は、観光で来道する外国人が

家族や仲間同士の連絡手段として使用する場合もあることから今後も空港やスキー場

などで、周知活動を行うこととしています。 

 【外国規格無線機の指導状況】 

指 導 内 訳 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

外国規格無線機 7 件 22 局 28 件 116 局 10 件 48 局 5 件 35 局 

（内訳）法人（国内） 1 社 6 局 9 社 38 局 5 社 38 局 1 社 10 局 

    個人（外国人） 0 名 0 局 0 名 0 局 0 名 0 局 0 名 0 局 

    個人（日本人） 6 名 16 局 19 名 78 局 5 名 10 局 4 名 25 局 

 その他（国内・任意団体） 0 団体 0 局 0 団体 0 局 0 団体 0 局 0 団体 0 局 

 


